
平成２４年（厚）第１００号

平成２４年１１月３０日裁決

主文

厚生労働大臣が、平成○年○月○日付で、

請求人に対してした後記第２の２記載の原処

分を取り消す。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、国民年金法（以下

「国年法」という。）による障害基礎年金及

び厚生年金保険法（以下「厚年法」という。）

による障害厚生年金（以下、併せて「障害

給付」という。）の支給を求める、という

ことである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、網膜色素変性症（以下「当

該傷病」という。）により障害の状態に

あるとして、平成○年○月○日（受付）、

厚生労働大臣に対し、事後重症による請

求として障害給付の裁定を請求した。な

お、裁定請求書には、当該傷病に係る初

診日として「平成○年○月○日」と記載

されている。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、「障害厚生年金を受給するためには、

傷病の発病日・初診日が厚生年金保険の

被保険者であった間であることが要件の

１つとなっていますが、現在提出されて

いる書類では、当該請求にかかる傷病

（網膜色素変性症）の発病日もしくは初

診日が厚生年金保険の被保険者であった

間であることを確認することができない

ため。」との理由により、請求人に対し、

障害給付の裁定請求を却下する旨の処分

（以下「原処分」という。）をした。　

３　請求人は、原処分を不服とし、○○○

○厚生局社会保険審査官（以下「審査官」

という。）に対する審査請求を経て、当

審査会に対し、再審査請求をした。

第３　問題点

１　障害厚生年金が支給されるために

は、障害の原因となった傷病（その障

害の直接の原因となった傷病が他の傷

病に起因する場合は当該他の傷病。以

下同じ。）につき初めて医師又は歯科

医師の診療を受けた日（以下「初診日」

という。）において厚生年金保険の被

保険者であり（以下、この要件を、便

宜上「厚年被保険者要件」という。）、

その初診日の前日において所定の保険

料納付要件を満たした上で、障害の原

因となった傷病による障害の状態が、

厚年法施行令（以下「厚年令」という。）

別表第１に定める３級の程度に該当す

る場合には、３級の障害厚生年金が、

また、国年法施行令（以下「国年令」

という。）別表に定める１級及び２級

の程度に該当する場合には、それぞれ

１級及び２級の障害厚生年金が支給さ

れることになっており、２級以上の障

害厚生年金が支給される者には、併せ

て障害基礎年金が支給されることに

なっている（厚年法第４７条、第４７

条の２及び国年法等の一部を改正する

法律（昭和６０年法律第３４号）附則

第６４条第１項参照）。

２　本件の場合、原処分は、上記第２の

２に記した理由により、本件裁定請求

を却下しているところ、請求人は、請

求人の当該傷病に係る初診日（以下

「本件初診日」という。）は、請求人の

厚生年金保険の被保険者期間中であっ

た間にある旨主張しているのであるか

ら、本件の問題点は、まずは、本件初

診日がいつかであり、次いで、その初

診日において請求人が厚年被保険者要

件を満たしているかどうかである。

第４　審査資料

「（略）」

第５　事実の認定及び判断

１　「略」

２　上記認定の事実に基づき、本件の問題

点を検討し、判断する。

(1)  本件初診日について判断する。

ア　国年法及び厚年法上の障害の程度

を認定するためのより具体的な基準



として、社会保険庁により発出され、

同庁の廃止後は厚生労働省の発出し

たものとみなされて、引き続きその

効力を有するものとされ、当審査会

も、障害の認定及び給付の公平を期

するための尺度としてそれに依拠す

るのが相当であると考える「国民年

金・厚生年金保険障害認定基準」は、

「第１　一般的事項」の「３　初診

日」で、「初診日」とは、「障害の原

因となった傷病につき、初めて医師

又は歯科医師の診療を受けた日をい

う。」としているところ、障害の原

因となった傷病の前に、相当因果関

係があると認められる傷病があると

きは、最初の傷病の初診日が初診日

となると解するのが相当である。

イ　本件についてこれをみると、請求

人は、昭和○年○月ころから平成○

年○月ころまでａ病院を受診した旨

申し立てているが、請求人が、昭和

○年○月○日から平成○年○月○日

まで同病院のｂ科を受診していたこ

とは認められるが、当時の傷病名や

病状、治療内容等は確認できないの

であるから、上記期間内に本件初診

日があったと認定することはできな

い。そして、請求人は、平成○年○

月○日にｃ病院を受診した日をもっ

て本件初診日と主張していると解さ

れるところ、請求人はそれより前の

平成○年○月○日にｄ病院を受診し

て、当該傷病と診断されているので

あるから、上記イ記載の請求人の申

立てる初診日は認定することができ

ず、平成○年○月○日よりも前に初

診日があることは認められない本件

においては、この平成○年○月○日

をもって本件初診日と認定するのが

相当である。　

ウ　本件初診日を平成○年○月○日と

した上で、厚年被保険者要件につい

てみると、本件記録によれば、本件

初診日である平成○年○月○日が請

求人の厚生年金保険の被保険者期間

中でないことが明らかであるから、

本件初診日において、請求人は厚年

被保険者要件を満たしていないこと

になる。そして、請求人は、本件初

診日においては、国年法の規定に基

づく国民年金の被保険者であったこ

とになり、同法等の関係法令の規定

する要件を満たせば障害基礎年金を

受給し得ることになるが、本件初診

日は請求人（昭和○年○月○日生ま

れ）が２０歳に達した日後であるこ

とは明らかであるところ、２０歳に

達した日後に初診日のある傷病によ

る障害について障害基礎年金を受給

するためには、その要件の１つとし

て、初診日の前日において、当該初

診日の属する月の前々月までに国民

年金の被保険者期間があり、かつ、

①　当該被保険者期間に係る保険料

納付済期間と保険料免除期間とを合

算した期間が当該被保険者期間の３

分の２以上であるか、又は、②　当

該初診日の属する月の前々月までの

１年間が保険料納付済期間と保険料

免除期間で満たされていることが必

要とされている（以下、この①②の

要件を「保険料納付要件」という。）

（国年法第３０条第１項、第３０条

の２第１項・第２項、国年法等の一

部を改正する法律（昭和６０年法律

第３４号）附則第２０条第１項参

照）。

本件記録によると、本件初診日

の属する月の前々月（平成○年○

月）までの請求人の被保険者期間は、

２０歳に達した昭和○年○月から平

成○年○月までの○○○月であると

ころ、本件初診日の前日において、

保険料納付済期間は、国民年金の保

険料納付済期間はなく、厚生年金保

険の被保険者期間の○○○月のみで

あるが、これは○○○月の３分の２

以上である。

したがって、請求人は、国年法の

規定に基づく保険料納付要件を満た



していることになる。

(2)  当該傷病の障害の程度について検

討する。

ア　国年令別表は、障害等級２級の障

害基礎年金が支給される障害の状態

を定めているが、請求人の当該傷病

による障害にかかわると認められ

るものとしては、「両眼の視力の和

が０.０５以上０.０８以下のもの」

（１号）及び「前各号に掲げるもの

のほか、身体の機能の障害又は長期

にわたる安静を必要とする病状が前

各号と同程度以上と認められる状態

であつて、日常生活が著しい制限を

受けるか、又は日常生活に著しい制

限を加えることを必要とする程度の

もの」（１５号）が掲げられている。

イ　認定基準の第３第１章第１節／眼

の障害によれば、眼の障害は、視力

障害、視野障害、調節機能障害及び

輻輳機能障害又はまぶたの欠損障害

に区分するとされているところ、視

力障害について、屈折異常のあるも

のについては、矯正視力を測定し、

これにより認定し、矯正視力とは、

眼科的に最も適正な常用し得る矯正

眼鏡又はコンタクトレンズによって

得られた視力をいい、両眼の視力は、

両眼視によって累加された視力では

なく、それぞれの視力を別々に測定

した数値であり、両眼の視力の和と

はそれぞれの測定値を合算したもの

をいう、とされている。また、視野

障害について、視野は、ゴールドマ

ン視野計及び自動視野計又はこれら

に準ずるものを用いて測定し、ゴー

ルドマン視野計を用いる場合、中心

視野の測定にはⅠ／２の視標を用

い、周辺視野の測定にはⅠ／４の視

標を用いる、それ以外の測定方法に

よるときは、これに相当する視標を

用いることとする、とされ「身体の

機能の障害が前各号と同程度以上と

認められる状態であつて、日常生活

が著しい制限を受けるか、又は日常

生活に著しい制限を加えることを必

要とする程度のもの」とは、両眼の

視野が５度以内のものをいい、「両

眼の視野が１０度以内」又は「両眼

の視野が５度以内」とは、それぞれ

の眼の視野が１０度以内又は５度以

内のものをいい、求心性視野狭窄の

意味である、とされ、輪状暗点があ

るものについて中心の残存視野がそ

れぞれ１０度以内又はそれぞれ５度

以内のものを含む、とされている。

そして、視力障害と視野障害が併存

する場合には、併合認定の取扱いを

行う、とされ、認定基準の第３第２

章第２節／併合（加重）認定によれ

ば、認定の対象となる２つの障害が

併存する場合は、個々の障害につい

て、併合判定参考表における該当番

号を求めた後、当該番号に基づき併

合（加重）認定表による併合番号を

求め、障害の程度を認定する、とさ

れている。

ウ　上記１の (1) で認定した本件障害

の状態を前記認定基準に照らしてみ

ると、視力の障害については、矯正

視力が右眼０. ３、左眼０. ３とさ

れているので、上記アの２級１号に

該当しないことは明らかであり、両

眼とも「一眼の視力が０.６以下に

減じたのもの」（併合判定参考表の

１３号）に相当する程度であると認

められる。また、視野障害について

は、「Ⅰ－２は測定不能」とされて

いるのであるから、それは、両眼の

視野について、「身体の機能の障害

又は長期にわたる安静を必要とする

病状が、日常生活が著しい制限を受

けるか、又は日常生活に著しい制限

を加えることを必要とする程度のも

の」（併合判定参考表の該当番号４

号）に相当する程度であると認めら

れる。

そして、上記の各番号に基づき、

上記イ記載の認定の手法に従って、

併合（加重）認定表による併合番号



を求めると、両眼の視力障害の番

号１３号と番号１３号の併合番号は

１２号であり、これと視野障害の番

号４号との併合番号は４号となり、

これは障害等級２級に該当すると認

定するとされている。

(3)  以上から、請求人には平成○年○

月○日を受給権発生日とする障害等級

２級の障害基礎年金が支給されるべき

であり、これと趣旨を異にする原処分

は妥当ではなく、取り消されなければ

ならない。

以上の理由によって、主文のとおり裁決す

る。


